
様式第４号（第９条関係）

年 月 日

南国市長 様

郵 便 番 号

住 所

申請者 (ふりがな)

氏 名 ○印

電 話 番 号

非木造住宅耐震改修事業認定申請書（設計）

南国市住宅等耐震改修費補助金交付要綱第９条第１項の規定に基づき、下記の事業の認定を申請し

ます。

添付書類

南国市長 様

この申請書及び添付書類に記載された内容を、個人が特定できない範囲で耐震対策関連事業の普及

及び啓発目的で利用することに同意します。また、同様に高知県が耐震対策関連事業の推進のため必

要とする場合には、南国市が高知県に対し情報提供することに同意します。

年 月 日

氏 名 ○印

(法人にあっては、名称及び代表者の職・氏名)

(法人以外の場合で本人自筆のときは押印不要)

(法人にあっては、名称及び代表者の職・氏名)

(法人以外の場合で本人自筆のときは押印不要)

耐震改修事業の区分 住宅耐震設計

耐震改修を行う住宅の所在地 南国市

計画を作成する構造設計一級建築士等 登録番号 氏名

選任する構造設計一級建築士等 登録番号 氏名

耐震改修設計着手予定年月日 年 月 日

耐震改修設計完了予定年月日 年 月 日

耐震改修設計に要する費用 円(予定)

補助金交付申請額 円(予定)

(1)耐震診断報告書の写し（ただし、南国市の耐震診断調査事業により作成されたもの又は支援機関

の確認を受けたものに限る。）

(2)住宅耐震改修設計見積内訳書

(3)占有者の同意書(様式第６号)

(4)所有者の同意書(様式第６号の２)

(5)南国市及び居住地の市区町村税並びに高知県税の滞納のないことを証する書類

(6)当該建築物の所有者と補助対象者が異なる場合は、所有者の南国市税の滞納のないことを証する

書類

(7)補助金を受けようとする住宅の所有者が分かる書類

(8)当該建築物の所有者と補助対象者が異なる場合は、所有者と補助対象者の関係性が分かる書類

(9)補助金を受けようとする住宅の建築年が分かる書類

(10)暴力団排除に関する誓約書及び照会承諾書

(11)その他市長が必要と認める書類



様式第４号の２（第９条関係）

年 月 日

南国市長 様

郵 便 番 号

住 所

申請者 (ふりがな)

氏 名 ○印

電 話 番 号

非木造住宅耐震改修事業認定申請書（工事）

南国市住宅等耐震改修費補助金交付要綱第９条第１項の規定に基づき、下記の事業の認定を申請し

ます。

添付書類

南国市長 様

この申請書及び添付書類に記載された内容を、個人が特定できない範囲で耐震対策関連事業の普及

及び啓発目的で利用することに同意します。また、同様に高知県が耐震対策関連事業の推進のため必

要とする場合には、南国市が高知県に対し情報提供することに同意します。

年 月 日

氏 名 ○印

(法人にあっては、名称及び代表者の職・氏名)

(法人以外の場合で本人自筆のときは押印不要)

(法人にあっては、名称及び代表者の職・氏名)

(法人以外の場合で本人自筆のときは押印不要)

耐震改修事業の区分 住宅耐震改修工事

耐震改修を行う住宅の所在地 南国市

耐震改修設計年度 年度

計画を作成する構造設計一級建築士等 登録番号 氏名

選任する構造設計一級建築士等 登録番号 氏名

耐震改修工事着手予定年月日 年 月 日

耐震改修工事完了予定年月日 年 月 日

耐震改修工事に要する費用 円(予定)

補助金交付申請額 円(予定)

利子補給制度の利用 利子補給制度を（ 利用する ・ 利用しない ）

(1)改修計画報告書(様式第７号の２)

(2)住宅耐震改修工事後の精密診断法による想定耐震診断報告書

(3)位置図、配置図、平面図等(改修内容の記載されたもの)

(4)住宅耐震改修工事費見積内訳書

(5)占有者の同意書(様式第６号)

(6)所有者の同意書(様式第６号の２)

(7)利子補給制度を利用する場合は、利用対象証明書発行申請書(様式第〇号の〇)並びに利用に関す

る書類

(8)その他市長が必要と認める書類



様式第６号（第９条関係）

同 意 書

南国市長 様

住宅耐震改修設計
建物所有者 が、下記の建物の を実施することについて、

住宅耐震改修工事

利害関係者として同意します。

（該当するものに○を付けてください。）

記

建物所在地 南国市

年 月 日

建物占有者 住 所

氏 名 ○印

(法人にあっては、名称及び代表者の職・氏名)

(法人以外の場合で本人自筆のときは押印不要)



様式第６号の２（第９条関係）

同 意 書

南国市長 様

住宅耐震改修設計

補助対象者 が、下記の建物の 住宅耐震改修工事 を実施することについ

コンクリートブロック
塀等耐震改修工事

て、所有者として同意します。
（該当するものに○を付けてください。）

記

建物所在地 南国市

年 月 日

建物所有者 住 所

氏 名 ○印

(法人にあっては、名称及び代表者の職・氏名)

(法人以外の場合で本人自筆のときは押印不要)



様式第７号の２（第９条、第１１条関係）

改修（計画・実績）報告書

申 込 者 氏 名
整 理 番 号

※

施 工 業 者

会 社 名： 印

住 所：

担当者氏名： 印

担当者連絡先：

※南国市内に本店を有する法人等が施工する場合は、補助額の上乗せが
あります。

改修計画作成者
（設計者）

氏 名： , 印

所属事務所名：

連 絡 先：

・構造設計一級建築士（建築士証交付番号： ）

・鉄 骨 造 耐 震 診 断 資 格 者 講 習
（修了番号： ）

・鉄筋コンクリート造耐震診断資格者講習
（修了番号： ）

・鉄骨鉄筋コンクリート造耐震診断資格者講習
（修了番号： ）

判定値（最小値）

改修前 Is値（ ） ｑ値（ ） CTU・SD値（ ）

改修後 Is値（ ） ｑ値（ ） CTU・SD値（ ）

補強計画（概要）

改修工事費用
（実施）

総 額：Ａ＋Ｂ 補助対象工事費：Ａ 補助対象外工事費：Ｂ

円 円 円

構造設計一級
建築士等資格



様式第１１号（第１０条関係）

年 月 日

南国市長 様

郵 便 番 号

住 所

申請者 (ふりがな)

氏 名 ○印

電 話 番 号

耐震改修事業変更等承認申請書

年 月 日付け南国市指令第 号により認定を受けた南国市住宅等耐震改修費補助
金に係る事業について、下記のとおり事業内容の変更・中止をしたいので、南国市住宅等耐震改修費補
助金交付要綱第１０条第１項の規定により変更等の承認を申請します。

記

１ 変更等の理由

２ 変更等の内容

３ 添付書類

(法人にあっては、名称及び代表者の職・氏名)

(法人以外の場合で本人自筆のときは押印不要)



様式第１３号の２（第１１条関係）
年 月 日

南国市長 様

郵 便 番 号

住 所

申請者 (ふりがな)

氏 名 ○印

電 話 番 号

耐震改修事業実績報告書（非木造）

年 月 日付け南国市指令第 号により認定を受けた南国市住宅等耐震改修費補助

金に係る事業について、事業が完了したので、南国市住宅等耐震改修費補助金交付要綱第１１条第１

項の規定により、下記のとおり報告します。

記

２ 補助金交付申請予定額 金 円

３ 事業完了年月日 年 月 日

４ 添付書類

(法人にあっては、名称及び代表者の職・氏名)

(法人以外の場合で本人自筆のときは押印不要)

１ 非木造住宅耐震改修設計

非木造住宅耐震改修工事
費 金 円

Ⅰ非木造住宅耐震改修設計の場合

(1)住宅耐震改修工事後の想定耐震診断報告書

(2)住宅耐震改修設計図書

(3)住宅耐震改修工事費見積内訳書

(4)住宅耐震改修設計契約書(写し)

(5)住宅耐震改修設計代金領収書(写し)

(6)その他市長が必要と認める書類

Ⅱ非木造住宅耐震改修工事の場合

(1)改修実績報告書(様式第７号の２)

(2)住宅耐震改修工事後の耐震診断報告書

(3)住宅耐震改修工事竣工図(改修内容の記載

されたもの)

(4)住宅耐震改修工事写真(すべての補強箇所

の補強内容等が確認できるもの)

(5)住宅耐震改修工事請負契約書(写し)

(6)住宅耐震改修工事代金領収書(写し)

(7)その他市長が必要と認める書類



様式第１５号（第１３条関係）
年 月 日

南国市長 様

郵 便 番 号

住 所

申請者 (ふりがな)

氏 名 ○印

電 話 番 号

南国市住宅等耐震改修費補助金交付申請書

年 月 日付け 南 第 号により耐震改修事業検査確認通知を受けた南国市
住宅等耐震改修費補助金について、南国市住宅等耐震改修費補助金交付要綱第１３条の規定により申
請します。

記

１ 住宅耐震改修設計

住宅耐震改修工事（標準・特殊・１階改修) 型 費 金 円

コンクリートブロック塀等耐震改修工事

２ 補助金交付申請予定額 金 円

(法人にあっては、名称及び代表者の職・氏名)

(法人以外の場合で本人自筆のときは押印不要)



様式第１７号（第１５条関係）
年 月 日

南国市長 様

郵 便 番 号

住 所

請求者 (ふりがな)

氏 名 ○印

電 話 番 号

南国市住宅等耐震改修費補助金交付請求書

年 月 日付け南国市指令第 号により交付の決定を受けた南国市住宅等耐震改修
費補助金について、南国市住宅等耐震改修費補助金交付要綱第１５条第１項の規定により、下記のと
おり請求します。

記

１ 住宅耐震改修設計

住宅耐震改修工事（標準・特殊・１階改修) 型 費 金 円

コンクリートブロック塀等耐震改修工事

２ 補助金交付請求額 金 円

（付記）上記の補助金は、次の金融機関の口座に振り込んでください。

(法人にあっては、名称及び代表者の職・氏名)

(法人以外の場合で本人自筆のときは押印不要)

１

フ リ ガ ナ

口 座 の 名 義

２ 金 融 機 関 名

農協 支所

銀行 支店

３ 口座の種類及び番号 普通 ・ 当座 ＮＯ．



様式第１８号（第１６条関係）
年 月 日

南国市長 様

郵 便 番 号

住 所

請求者 (ふりがな)

氏 名 ○印

電 話 番 号

南国市住宅等耐震改修費補助金交付請求書（代理受領）

年 月 日付け南国市指令第 号により が交付の決定を受けた
補助金について、南国市住宅等耐震改修費補助金交付要綱第１６条第２項の規定により、下記のとお
り請求します。

記

１ 住宅耐震改修設計

住宅耐震改修工事（標準・特殊・１階改修) 型 費 金 円

コンクリートブロック塀等耐震改修工事

２ 補助金交付請求額 金 円

（付記）上記の補助金は、次の金融機関の口座に振り込んでください。

(法人にあっては、名称及び代表者の職・氏名)

(法人以外の場合で本人自筆のときは押印不要)

１

フ リ ガ ナ

口 座 の 名 義

２ 金 融 機 関 名

農協 支所

銀行 支店

３ 口座の種類及び番号 普通 ・ 当座 ＮＯ．



様式第１９号（第１６条関係）
年 月 日

南国市長 様

代理受領に関する委任状

私は、 年 月 日付け南国市指令第 号により交付の決定を受けた補
助金の交付の請求及び受領について、南国市住宅等耐震改修費補助金交付要綱第１６条第
２項の規定により、下記の通り委任します。

記

委任者（申請者）

住 所

氏 名 印
(法人にあっては、名称及び代表者の職・氏名)

(法人以外の場合で本人自筆のときは押印不要)

受任者（住宅耐震改修設計、住宅耐震改修工事又はコンクリートブロック塀等耐震改修工事を行
った者）

所在地

会社名

代表者 印
(法人以外の場合で代表者自筆のときは押印不要)

委任する金額

住宅耐震改修設計
住宅耐震改修工事（標準・特殊・１階改修）型
コンクリートブロック塀等耐震改修工事

費 金 円


